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企業会計基準第 25 号 

「包括利益の表示に関する会計基準」及び 
関連する他の改正会計基準の公表 

 平成 22 年 6 月 30 日 
企業会計基準委員会 

 
公表にあたって 
 
 企業会計基準委員会では、会計基準の国際的なコンバージェンスの取組みの一環として、

包括利益の表示に関する会計基準の設定について審議を重ねてまいりました。 

 今般、平成 22 年 6 月 24 日の第 204 回企業会計基準委員会において、標記の「包括利益

の表示に関する会計基準」（以下、「本会計基準」という。）及びこれに関連する企業会計基

準第 22 号「連結財務諸表に関する会計基準」（以下、「企業会計基準第 22 号」という。）の

改正の公表を承認しましたので、本日公表いたします。 

 

 

これらにつきましては、平成 21 年 12 月 25 日に公開草案を公表し、広くコメント募集を

行った後、当委員会に寄せられたコメントを検討し、公開草案の修正を行った上で公表す

るに至ったものです。 

なお、現在企業会計審議会で個別財務諸表に関する全般的な議論が行われています。当

委員会では、本会計基準の個別財務諸表への適用を求めるかどうかについては、当該審議

の状況も踏まえて対応することとし、本会計基準の公表から 1年後を目途に判断すること

としています。 
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本会計基準の概要 
 

■ 目 的（第 1項） 
財務諸表における包括利益及びその他の包括利益の表示について定めることを目的とす

る。当期純利益を構成する項目及びその他の包括利益を構成する項目に関する認識及び測

定については、他の会計基準の定めに従う。 

 

■ 範 囲（第 3項） 
財務諸表（四半期財務諸表を含む。）における包括利益及びその他の包括利益の表示に適

用する。 

 

■ 用語の定義（第 4項及び第 5項） 
「包括利益」とは、ある企業の特定期間の財務諸表において認識された純資産の変動額

のうち、当該企業の純資産に対する持分所有者との直接的な取引によらない部分をいう。

当該企業の純資産に対する持分所有者には、当該企業の株主のほか当該企業の発行する新

株予約権の所有者が含まれ、連結財務諸表においては、当該企業の子会社の少数株主も含

まれる。 

「その他の包括利益」とは、包括利益のうち当期純利益及び少数株主損益に含まれない

部分をいう。 

 

■ 包括利益の計算の表示（第 6項） 
 包括利益の計算の表示は、次による。 

(1)  個別財務諸表においては、当期純利益にその他の包括利益の内訳項目を加減して包

括利益を表示する。 

(2)  連結財務諸表においては、少数株主損益調整前当期純利益にその他の包括利益の内

訳項目を加減して包括利益を表示する。 

 

■ その他の包括利益の内訳の開示（第 7項から第 10 項） 
その他の包括利益の内訳項目は、その内容に基づいて、その他有価証券評価差額金、繰

延ヘッジ損益、為替換算調整勘定等に区分して表示する。持分法を適用する被投資会社の

その他の包括利益に対する投資会社の持分相当額は、一括して区分表示する。 

その他の包括利益の内訳項目は、原則として税効果を控除した後の金額で表示し、各内

訳項目別の税効果の金額を注記する。 

当期純利益を構成する項目のうち、当期又は過去の期間にその他の包括利益に含まれて

いた部分は、組替調整額として、その他の包括利益の内訳項目ごとに注記する。 

その他の包括利益の内訳項目に関する注記は、個別財務諸表（連結財務諸表を作成する

場合に限る。）及び四半期財務諸表においては、省略することができる。 
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■ 包括利益を表示する計算書（第 11 項） 
包括利益を表示する計算書は、次のいずれかの形式による。 

(1)  当期純利益を表示する損益計算書と、第 6 項に従って包括利益を表示する包括利益

計算書からなる形式（2計算書方式） 

(2)  当期純利益の表示と、第 6項に従った包括利益の表示を１つの計算書（「損益及び包

括利益計算書」）で行う形式（1計算書方式） 

 

■ 適用時期等（第 12 項から第 15 項） 
本会計基準は、連結財務諸表については、第 8 項及び第 9 項による注記を除き、平成 23

年 3 月 31 日以後終了する連結会計年度の年度末に係る連結財務諸表から適用する。ただし、

平成 22 年 9 月 30 日以後に終了する連結会計年度の年度末に係る連結財務諸表から適用す

ることができる。適用初年度においては、その直前の年度における包括利益（親会社株主

に係る金額及び少数株主に係る金額の付記を含む。）及びその他の包括利益の内訳項目の金

額を注記する。 

第 8 項及び第 9 項による注記については、平成 24 年 3 月 31 日以後終了する連結会計年

度の年度末に係る連結財務諸表から適用する。ただし、早期適用することもできる。適用

初年度においては、その直前の年度における第 8項及び第 9項の注記は要しない。 

また、四半期財務諸表に最初に適用する連結会計年度においては、前連結会計年度の対

応する四半期会計期間及び期首からの累計期間について、適用時期に応じて、本会計基準

を遡及適用し財務諸表の組替えを行うか、又は遡及適用せずこれらの金額を注記する。 

 

企業会計基準第 22 号の改正の概要 
企業会計基準第 22 号において、連結損益及び包括利益計算書又は連結包括利益計算書に

ついて必要な記述を追加するなど、所要の改正を行っている。 

以 上 

 

非上場会社への適用について 

本会計基準の公開草案に寄せられたコメントの中で、中堅・中小企業を含む非上場会

社においては、海外からの資金調達の必要性が乏しく、利害関係者が国内の株主、債権

者、取引先などに限定されているなど、事業活動の態様や財務諸表に対する利害関係者

のニーズが上場会社と異なることから、包括利益の表示を非上場会社にまで一律に強制

することについて懸念を表明する意見が寄せられました。非上場会社に適用される会計

基準の在り方については、当委員会も参加して関係者による検討が行われており、その

検討を踏まえ本会計基準外で別途の対応を図ることもあり得ます。 
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（参考） 

連結財務諸表における表示例 

【2 計算書方式】           【1 計算書方式】 

＜連結損益計算書＞    ＜連結損益及び包括利益計算書＞ 

売上高 10,000  売上高 10,000  

-----------  -----------  

税金等調整前当期純利益 2,200  税金等調整前当期純利益 2,200  

法人税等 900  法人税等 900  

少数株主損益調整前当期純利益 1,300  少数株主損益調整前当期純利益 1,300  

 少数株主利益 300   少数株主利益（控除） 300  

当期純利益 1,000  当期純利益 1,000  

    

＜連結包括利益計算書＞  少数株主利益（加算） 300  

少数株主損益調整前当期純利益 1,300  少数株主損益調整前当期純利益 1,300  

その他の包括利益：  その他の包括利益：  

 その他有価証券評価差額金 530   その他有価証券評価差額金 530  

 繰延ヘッジ損益 300   繰延ヘッジ損益 300  

 為替換算調整勘定 △180   為替換算調整勘定 △180  

 持分法適用会社に対する持分

相当額 

50   持分法適用会社に対する持分

相当額 

50  

    その他の包括利益合計  700      その他の包括利益合計  700  

包括利益 2,000  包括利益 2,000  

    

（内訳）  （内訳）  

親会社株主に係る包括利益 1,600  親会社株主に係る包括利益 1,600  

少数株主に係る包括利益 400  少数株主に係る包括利益 400  

 

以 上 


